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第５章 戦略の推進

１ 推進体制

道では、本戦略に基づき、以下のとおり国際関連施策

の総合的な推進を図ります。

なお、本戦略は、本道における戦略的・効果的な国際

関連施策の展開方向を示す基本的な指針であり、各分

野における具体的な施策の推進管理については、個別

に策定している特定分野別計画等と連携して実施する

こととします。

戦略の推進に当たっては、国や市町村、企業・団体、

関係機関など多様な主体との連携を強めながら施策の

展開を図ります。

また、庁内においては多数の部局が国際関連の取組

を実施していることから、関係部局間で施策の取組状況

や課題、対応の方向性を共有しつつ、有識者会議の意見

も伺い、関係部局相互の連携を図りながら、道の海外と

のネットワークを活用し、効果的かつ効率的に施策を推

進します。

戦略の推進

グローバル・リスクへの初動対応

本戦略では、本戦略の推進に係る横断的な視点にお

いて、「リスクマネジメントの強化」を掲げ、リスク分散の

取組などの施策を推進することとしています。

また、国際情勢の急変により、新たなグローバル・リス

クが顕在化し、本道への大きな影響が懸念される状況

が生じた場合の初動対応の重要性も高まっています。

そのため、道では、庁内関係部局や道内関係機関な

どと連携の下、速やかに情報収集・影響把握し共有する

など、道民の皆様の不安に寄り添った正確な情報発信

や相談対応などの初動対応を機動的に行い、その後の

状況に応じた必要な対策の検討につなげていきます。
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施策間の連携や実施方法の見直し

• すぐに反映できるものは年度途中でも適時施策
の実施方法に反映

• 施策自体に見直すべき点が生じた場合は、次年
度に向けた方向性として整理

進捗・課題の整理・検証

• 定期的に進捗状況とその背景を整理（順調、やや
遅れ、遅れ）

• 進捗の背景が国際情勢に起因するものについて
は、施策間で連携すべき点、実施方法の見直しを
要する施策がないか検証

対応方向毎に施策を整理

• 対応方向毎に、重点テーマやねらい、当該年度に
おける国際関連施策を整理

• 当該年度の施策の実施内容・方法・スケジュール
を整理

各施策を実施

有識者の意見
機動的に情報収集して検証や見直しに反映

庁内連携会議、戦略プロジェクトチームを中心にとしたPDCAの徹底

２ 推進管理

戦略の推進に当たっては、毎年度の政策評価を活用
するとともに、北海道総合計画に掲げる指標のうち本
戦略に関連する指標及び有識者会議の意見等を踏まえ
て施策等の改善を図り、道の国際関連施策を総合的に
推進します。

なお、本戦略は、本道における国際関連施策を総合的

に推進するための指針であり、各分野における具体的
な施策の推進管理については、個別に策定している特
定分野別計画等と連携して実施します。

また、毎年度の国際関連施策や国際関係データを本
戦略の資料編として取りまとめ、道のホームページ等に
より公開します。
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３ 北海道総合計画の関連指標

展開方向
・項目

指標名
総合計画策定時

現状値
直近値 目標値

１ 外国人居住者数(人)
(2022年)

45,491
(2024年)

67,484
(2032年)

68,491

１（３）

観光入込客数(万人) 外国人
(2022年)

69
(2024年)

283
(2032年)

244以上

１人当たり観光消費額(円) 外国人
(2022年)

－
(2024年)

171,954
(2032年)

210,000以上

国際会議等の開催件数(件)
(2022年)

23
(2023年)

48
(2032年)

155

２（１）

食料自給率(カロリーベース)(％)
(2021年)

223
(2023年)

213
(2030年)

268

温室効果ガス実質排出量(万t-CO2)
(2020年)

5,176
(2022年)

4,859
(2030年)

3,788

再生可能エネルギー導入量（設備容量）
(万kW)

(2022年)
417.1

(2024年)
513.6

(2032年)
865.7

再生可能エネルギー導入量（発電電力量）
(百万kWh)

(2021年)
11,120

(2023年)
12,598

(2031年)
21,516

デジタル関連企業の立地件数
[2023年以降累計](件)

(2022年)
28

(2023年)
27

(2023～32年累計)
260

半導体関連企業の出荷額(億円)
(2021年)

2,108
(2022年)

2,706
(2033年)

13,162

半導体関連企業による道内総生産への影響額
(億円)

－ －
(2033年)

10,259

本戦略に関連する北海道総合計画の指標を参考掲載。
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※１ 総合計画策定時点では、未設定であったため、「北海道食の輸出拡大戦略＜第Ⅲ期＞【改訂版】」で示された目標水準を参
考として記載する。

※２ 目標値は、総合計画と一体的に推進する特定分野別計画等の改定などを踏まえ、修正する場合がある。
※３ なお、１人当たり観光消費額に加え、道内全体の観光消費額の指標については、「北海道観光のくにづくり行動計画」に掲載

されている。

３ 北海道総合計画の関連指標

展開方向
・項目

指標名
総合計画策定時

現状値
直近値 目標値

２（２）

道産農産物・農産加工品の輸出額(億円) (2021年)
124

(2023年)
155

(2028年）
250（※１）

道産水産物・水産加工品の輸出額(億円) (2021年)
1,005

(2023年)
1,105

（２０２８年）
1,100（※１）

道産食品輸出額(億円) (2021年)
1,298

(2023年)
1,507

（2028年）
1,650（※１）

輸出額(億円) (2022年)
4,295

(2023年)
3,557

(2032年)
6,495

３（２）

道内空港の利用者数(万人) ・国際線 (2022年)
93

(2024年)
409

(2032年)
410以上

国際航空貨物取扱量(トン) (2022年)
6,298

(2024年)
7,858

(2032年)
24,000

３（３）
日常的なコミュニケーションができる英語能力を
有する生徒の割合(％) 

(2022 年) 
48.4

(2024 年) 
50.7

(2032 年) 
60.0

指標項目 現状値 目標値

観光消費額（億円） うち外国人客 (2024年)
4,866

(2030年)
10,000
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４ モニタリング数値

５ 戦略に関する情報発信

本道がグローバル化に的確に対応していくためは、北

海道総合計画の関連指標による戦略の推進管理に加え、

外国人住民の動向などを的確に把握し、多様な主体に

おける取組の継続的な改善につなげていくことが重要

です。

そのため、本戦略において、こうした動きをモニタリ

ング数値として見える化し、関係機関の施策に生かせる

よう共有していきます。

戦略のめざす姿を実現していくためには、道民や市町
村、国際交流団体はもとより、道内外の企業や外国人の
方々など多様な主体が、それぞれの立場・役割に応じ、
創意と工夫を発揮しながら取組を進めていくことが重

要となります。
このため、多くの方々に理解と共感をいただけるよ

う、多様な主体と連携しセミナーやイベントを開催する
など、効果的で分かりやすい情報発信を行っていきます。

在留外国人の国・地域、
在留資格別の状況

日本語教室の設置など
外国人住民への取組状況

道の施策により創出する
海外からの投資件数

多文化共生社会の実現に向けて
は、外国人の方々の多様な状況
を的確に把握していくことが重
要であり、その動向についてモ
ニタリングします。

左記の外国人の状況とあわせて、
市町村における日本語学習支援
や相談体制、外国語による情報
発信、交流行事といった取組状
況について、その動向をモニタリ
ングします。

海外から道内への企業進出件数
や対日投資額など海外からの投
資の全体像を把握できる統計が
ないため、道で把握可能な投資
件数や内容、誘致に係る地域の
課題などをモニタリングします。
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関連する主な計画等

展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する
地域づくり

（１）外国人材の確保
• 北海道雇用・人材対策基本計画
• 北海道職業能力開発計画
• 北海道高齢者保健福祉計画･介護保険
事業支援計画

• 外国人材の受入拡大・共生に向けた対
応方向

（２）地域における外国人との共生
• 北海道人権施策推進基本方針
• 北海道交通安全計画
• 北海道住生活基本計画
• 北海道総合教育大綱
• 北海道教育推進計画
• 北海道地域防災計画
• 北海道国民保護計画
• 外国人材の受入拡大・共生に向けた対
応方向（再掲）

（３）インバウンド
• 北海道観光のくにづくり行動計画
• 重要文化財北海道庁舎旧本庁舎（赤れ
んが庁舎）保存活用計画

• 北海道自転車利活用推進計画
• 北海道アイヌ政策推進方策

展開方向２ 優位性を生かした投資・産業
の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

• 北海道省エネルギー・新エネルギー促

進行動計画

• 北海道半導体・デジタル関連産業振興

ビジョン

• 北海道農業・農村振興推進計画

• 北海道食の輸出拡大戦略

• 北海道職業能力開発計画（再掲）

（２）海外展開

• 北海道食の輸出拡大戦略（再掲）

• 北海道農業・農村振興推進計画（再掲）

• 北海道食の安全・安心基本計画

• 北海道水産業・漁村振興推進計画

• 北海道森林づくり基本計画

• 北海道科学技術振興基本計画

• 北海道・ロシア地域間交流推進方針

展開方向３ 国際交流・協力による地域間
のつながりの拡大

（１）多彩な交流

• 北海道アイヌ政策推進方策（再掲）

• 北海道文化振興指針

• 北海道スポーツ推進計画

• 北海道環境基本計画

• 北海道科学技術振興基本計画（再掲）

• 北海道・ロシア地域間交流推進方針（再掲）

（２）人・地域のつながり

• 北海道交通政策総合指針

（３）グローバル人材

• 北海道人権施策推進基本方針（再掲）

• 北海道総合教育大綱（再掲）

• 北海道教育推進計画（再掲）

• 北海道交通政策総合指針（再掲）

• 北海道におけるグローバル人材の育成

に向けて

多岐に渡る国際施策を効果的に推進していくため、重点戦略計画（北海道創生総合戦略、北海道強靱化計画、北
海道Society5.0推進計画、ゼロカーボン北海道推進計画）や特定分野別計画等（以下のとおり）と連携した分野
横断的な施策の展開を図ります。



用語解説
展開方向
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【ア行】

アウトバウンド

日本から海外へ出かける日本人旅行客。

アクセシビリティ

利用者の障害などの有無やその度合い、
年齢や利用環境にかかわらず、あらゆる
人々がウェブサイト等で提供されている情
報やサービスを利用できること、またその
到達度。

育成就労

2027年から開始される外国人が日本
で特定の産業分野において就労し、その分
野における人材を確保することを目的とし
た制度。

イノベーション

技術革新にとどまらず、これまでとは全
く違った新たな考え方、仕組みを取り入れ
て、新たな価値を生み出し、社会的に大き
な変化を起こすこと。

インバウンド

「訪日外国人旅行」あるいは「訪日外国人
旅行客」。

インフルエンサー

SNS 等による情報発信により購買の意
思決定に大きな影響を与える人のこと。

ウッドショック

2021年から2022年にかけて、北米に
おける住宅着工数の増加や中国のコロナ
禍からの経済活動の回復に伴う木材需要
の拡大、世界的なコンテナ不足など複数の
要因により、輸入材製品の価格高騰や輸
入量が減少した状況をいう。

【カ行】

カーボンニュートラル

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出
量と森林等による吸収量が均衡すること。
脱炭素化。

外国人材活用支援パッケージ

高度外国人材の活躍推進に精通した専
任コーディネーターが、高度外国人材の採
用計画の作成から受入れ、育成定着まで
を一貫して支援するジェトロの取り組み。
現在は「高度外国人材活躍推進コーディ
ネーターによる伴走型支援」に名称を変更。

海底直流送電

送電効率が高く、長距離送電に向いてい
る直流電流を用いて、海底に敷設したケー
ブルにより行う送電。 洋上風力など再エ
ネの大量導入と電力レジリエンス強化のた
め、国や電力広域的運営推進機関におい
て、北海道と本州を結ぶ海底直流送電な
どの整備に向けた検討が進められている。

家族滞在

外国人が日本で行うことができる活動等
を類型化した在留資格のうち、家族帯同が
認められる在留資格で在留する外国人が
扶養する配偶者・子に付与する在留資格。

関係人口

移住した「定住人口」でも、観光に来た
「交流人口」でもない、特定の地域や地域
の人々と継続的に多様な形で関わる人々。

観光回遊性

観光客が複数のエリアを移動し、滞在し
て回ること。

観光コンテンツ

宿泊施設、ガイドツアー、観光地、アク
ティビティ、地元Ｂ級グルメなど、観光の内
容や中身。

観光地経営

観光地を包括的経営体として捉えて行う
諸事業の管理運営。

観光のレジリエンス

観光を基盤とするコミュニティ、地域、ま
たは国が自然災害、経済不況、公衆衛生危
機、その他の混乱などの逆境に耐え、適応
し、回復する能力。
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観光レップ

外国人旅行者誘致のため、自治体や事業
者の代理として海外でのセールスやプロ
モーションを行う事業者。

監理団体

技能実習（別掲）制度において、実習生を
外国より受け入れ、受入れ企業・事業主で
適切に技能実習が運用されているか指導
を行う非営利法人。

技術・人文知識・国際業務

外国人が日本で行うことができる活動等
を類型化した在留資格のうち、就労を目的
とした在留資格の一つ。
本邦の公私の機関との契約に基づいて

行う理学、工学その他の自然科学の分野
若しくは法律学、経済学、社会学その他の
人文科学の分野に属する技術若しくは知
識を要する業務又は外国の文化に基盤を
有する思考若しくは感受性を必要とする
業務に従事する活動が認められる。

技能実習

外国人が日本で行うことができる活動等
を類型化した在留資格のうち、国が外国人
技能実習生に付与する在留資格。 外国人
技能実習制度は、我が国で培われた技能、
技術又は知識の開発途上地域等への移転
を図り、当該開発途上地域等の経済発展
を担う「人づくり」に寄与することを目的と

した制度。

金融・資産運用特区

国内・海外の金融・資産運用会社の新規
参入や業務拡充を通じて海外の投資資金
も取り込み、スタートアップなどの成長分
野へ十分な資金が供給される環境を実現
するため、金融庁と意欲ある地域が協働し、
関係省庁と連携しつつ、金融･ビジネス・生
活環境関連の規制改革や英語対応等の行
政サービスの充実など必要な支援を実施
し、金融・資産運用サービスの集積・拡充と
成長分野の発展を目指すもの。

クラウド

データサービスやインターネット技術等が、
ネットワーク上にあるサーバ群（クラウド
（雲））にあり、ユーザは今までのように自
分のコンピュータでデータを加工・保存す
ることなく、「どこからでも、必要な時に、
必要な機能だけ」利用することができる新
しいコンピュータネットワークの利用形態
のこと。

グローバル・リスク

発生した場合に、世界のGDP、人口、天
然資源の大部分に悪影響を及ぼす事象ま
たは状況が発生する可能性。

経済安全保障

主権と独立を維持し、国内・外交に関す
る政策を自主的に決定できる国であり続

けるため、我が国の平和と安全や経済的
な繁栄等の国益を経済上の措置を講じ確
保すること。

経済連携協定

貿易の自由化に加え、投資、人の移動、
知的財産の保護や競争政策におけるルー
ル作り、様々な分野での協力の要素等を
含む、幅広い経済関係の強化を目的とす
る協定。

携帯型通訳デバイス

話した言葉を瞬時に別の言語へ翻訳し、
音声や文字として相手に伝えることがで
きる小型の電子機器のこと。外国人観光
客への対応、国際会議、学校や医療機関、
行政窓口など、さまざまな場面で活用され
ている。

広域滞在エリア

観光客が、市町村や振興局区域などの行
政区域を跨いで広域で滞在するエリア。

国際拠点港湾

国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾。
道内には２港（室蘭港及び苫小牧港）。

国際バルク戦略港湾

大型船舶の活用等により、資源、エネル
ギー、食糧等の物資を安定的かつ安価に
供給することを目的とする港湾施策で、本
道からは、釧路港（穀物）が選定された。



100

用語解説

国連グローバル・コンパクト

1999年、アナン国連事務総長（当時）が
国際経済フォーラムで提唱し、2000年に
国連本部で発足したイニシアティブで、企
業に対し、人権・労働・環境・腐敗防止の4
分野に関する10の原則を順守し実践する
よう要請。

国連未来サミット

2024年9月22日、23日に国連総会で
開催された会議。国際協調により、SDGs
など、国連で合意された目標の達成や新
たな課題に効果的に対応していくことを
確認することを目的に開催され、22日に
は56の行動を明記した成果文書「未来の
ための協定」 が採択された。

国家戦略特別区域

大胆な規制・制度改革を通じて経済社会
の構造改革を推進する「国家戦略特区制
度」の対象とされた区域。

【サ行】

サプライチェーン

原材料・部品などの調達から、生産、流通
を経て最終需要者に至るまでの一連のプ
ロセス。

シームレス

「継ぎ目のない」の意。公共交通分野にお
いては、交通機関間の継ぎ目を解消し、円

滑な移動ができる状態を意味する。

次世代半導体

微細化等の技術により、情報処理能力が
より一層高められ、低消費電力な半導体で
あり、量子、AI（別掲）などさまざまな分野
に大きなイノベーションをもたらす中核技
術。

自動翻訳システム

コンピューターが異なる言語の文章を自
動的に別の言語へ翻訳する仕組みのこと。

自由貿易協定

特定の国や地域の間で、物品の関税や
サービス貿易の障壁等を削減・撤廃するこ
とを目的とする協定。

準備区域

有望区域の要件は満たさないものの、都
道府県として、今後、協議会を設置して具
体的な協議を行うことを念頭に、利害関係
者等との調整に着手している区域。

食料安全保障

良質な食料が合理的な価格で安定的に
供給され、かつ、国民一人一人がこれを入
手できる状態のこと。

水素運搬船

水素の長距離・大量輸送を可能とするた
め、－２５３℃まで冷却し、液体にした水素

を運搬するための船舶。

スタートアップ

新しいビジネスモデルや技術を基盤に、
短期間で急成長をめざす企業のこと。従来
型の中小企業と異なり、革新的なアイデア
をもとに市場を開拓し、投資家からの資金
調達を活用して事業を拡大する特徴を持
つ。ITやバイオ、エネルギー分野などで多
く誕生し、社会課題の解決や新産業の創出
に寄与する。

スマート化

ICT（別掲）やロボットなどの新しい技術
を活用することで業務の省力化、経営の効
率化などを図ること。

スマート農業

ロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等の情報通信技術を
活用して、生産性の向上を図る農業。

設備容量

発電設備が、単位時間当たりどの程度の
電力を発電できるかを表した量。

ゼロエミッション

ある産業から出るすべての廃棄物を新た
に他の分野の原料として活用し、社会全体
であらゆる廃棄物をゼロにすることを目
指すという、国連大学が提唱している構想。
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戦略的輸出基地

2017年（平成２９年）９月に、米の輸出
量を飛躍的に拡大するために立ち上げら
れた「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」
において、海外マーケットに対応可能な
質・数量・価格の面で競争力を有する米の
生産を行う産地を「戦略的輸出基地」とし
て指定。戦略的に海外市場を開拓する「戦
略的輸出事業者」とともに、産地と輸出事
業者が一体となったマーケットイン型の海
外需要開拓に向けた取組に対して、国が支
援を実施。

促進区域

自然的条件が適当であること、漁業に支
障を及ぼさないこと等、「海洋再生可能エ
ネルギー発電設備の整備に係る海域の利
用の促進に関する法律」で規定されている
基準に適合すると認められ、国から指定さ
れた区域。

【タ行】

対日直接投資

海外の企業や投資家が、日本国内の企業
や事業に直接関与する形で行う投資。

対日直接投資残高

海外の企業や投資家が日本国内に行っ
た直接投資のある一時点での総額。

脱炭素化

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出
量と森林等による吸収量が均衡すること。
カーボンニュートラル。

多文化共生（社会）

国籍や民族などの異なる人々が､互いの
文化的差異を認め合い､対等な関係を築こ
うとしながら、地域社会の構成員として共
に生きていくこと。

地域おこし協力隊

都市地域から過疎地域等の条件不利地
域に住民票を異動し、地域ブランドや地場
産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援
や、農林水産業への従事、住民支援などの
「地域協力活動」を行いながら、その地域
への定住・定着を図る取組。

地域日本語教育

地域に在住する外国人が、自立した言語
使用者として生活していく上で必要となる
日本語能力を身につけるための日本語教
育。

チーム札幌・北海道

北海道が持つ国内随一の再生可能エネ
ルギーのポテンシャルを最大限活用し、
GX産業の集積と、それを支える金融機能
の強化集積を両輪で進め、日本の再生可
能エネルギーの供給基地、世界中からGX

に関する資金・人材・情報が集積する、アジ
ア・世界の「金融センター」の実現をめざす
ため、２１機関により構成された産学官金
のコンソーシアム。

デジタルインフラの中核拠点

我が国のデジタル社会を支えるデータセ
ンターをはじめとするデジタルインフラが
集積する拠点。
国の「デジタルインフラ（DC等）整備に関

する有識者会合 中間とりまとめ2.0」にお
いて、北海道は東京圏・大阪圏を補完・代
替する第３・第４の中核拠点として位置づ
けられている。

デジタル経済

デジタル化された財・サービス、情報、金
銭などがインターネットを介して、個人・企
業間で流通する経済。

導入ポテンシャル

土地利用に関する制約要因による設置
の可否を機械的に考慮したエネルギー資
源量。

登録検査機関

農産物検査法に基づき米・麦・大豆等に
関する検査（農産物検査）を実施するため
に、農産物検査法第１７条に基づく登録を
受けた民間の法人。
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登録支援機関

特定技能制度（別掲）において、受入れ企
業からの委託を受け、特定技能外国人の
支援（出入国する際の送迎や公的手続き
等）を実施する者。

特定技能

外国人が日本で行うことができる活動等
を類型化した在留資格のうち、特定産業分
野に属する相当程度の知識又は経験を必
要とする技能を要する業務に従事する外
国人に国が付与する在留資格。

特定分野別計画

保健・医療・福祉、環境、経済・産業、エネ
ルギー、教育など分野ごとの具体的な政
策を推進する道の計画。

【ナ行】

二次交通

拠点となる空港や駅から目的地までの移
動手段のこと。

日本版持続可能なガイドライン

Japan Sustainable Tourism 
Standard for Destinations（JSTS-
D）のことで、観光庁が開発した、各地方自
治体や観光地域づくり法人（DMO）が持
続可能な観光地マネジメントを行うことが
できるよう、国際基準に準拠したガイドラ
イン。

【ハ行】

バイオマス

家畜ふん尿、食品廃棄物、稲わら、林地残
材などの再生可能な生物由来の有機性資
源（石炭や石油などの化石資源を除く）。

発電電力量

発電した電力と発電時間の積で表される、
発電の総量。

ハラル

イスラーム法によって「許されたもの」を
意味する。一方、「禁止されるものまたは
行為」はハラームと言われている。 神が創
造したものは基本的にハラールであり、例
外的に禁止されているものがある。例えば、
野菜、果物、魚類、水は原則としてハラー
ルであると考えられているが、有毒なもの
などは除かれる。しかし、豚関連などハ
ラームの要素が含まれていないかは常に
注意を払っておく必要がある。

パリ協定

2015年に開催された気候変動枠組条
約第21回締約国会議(COP21)において、
2020年以降の気候変動問題に関する京
都議定書の後継となる新たな枠組みとし
て採択された協定。世界的な平均気温上
昇を産業革命以前に比べて2℃より十分
低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を

追求すること等を目的としている。
全ての協定締約国は、長期的な温室効果

ガスの低排出型の発展のための戦略(長
期低排出発展戦略)の作成に努めるとされ
ていることから、日本は、最終到達点とし
ての「脱炭素社会」を掲げ、それを野心的
に今世紀後半のできるだけ早期に実現す
ることをめざした「パリ協定に基づく成長
戦略としての長期戦略」を2019年に閣議
決定した。

光海底通信ケーブル

海底に敷設される国内間および日本と
海外との間をつなぐ光ファイバーの通信
ケーブル。

北海道スペースポート

大樹町にある民間にひらかれた商業宇
宙港（スペースポート）。国内外の民間や大
学等が使える宇宙港で、ロケット打上げに
対応。また、世界の宇宙産業を支えるイン
フラとして、ロケットのほか、小型航空機、
気球など多様な研究開発の場を提供。

北海道総合計画

長期的な展望に立って、道の政策の基本
的な方向を総合的に示すため、北海道行
政基本条例に基づき作成するもので、すべ
ての道民がともに考え、ともに行動するた
めの指針となるもの。
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北海道どさんこプラザ

北海道の公式アンテナショップ。新商品
の消費者の反応を確かめるテスト販売や、
事業者による対面販売などを通じて道内
の食品製造事業者のマーケティング活動
を支援。
道内に６店舗、道外に13店舗、海外に３

店舗を展開（2025年12月現在）。

ほっかいどう未来チャレンジ基金

北海道に貢献する意欲のある若者の海
外挑戦を応援するため2016年12月に設
置した基金。道内外の個人や企業等の皆
様のご協力をいただきながら、「学生留
学」「スポーツ」「文化芸術」「未来の匠」の４
つのコースを設け、様々な分野での海外留
学を応援。

【マ行】

木質チップ

間伐材や林地残材、製材等残材、解体材
などを原料に、チッパー等を用いて製造し
た木材の小削片のこと。

【ヤ行】

やさしい日本語

基礎的な日本語能力を有する外国人が
理解できるように作成された文章。

有望区域

国が促進区域の指定に関する可否を判
断するために、協議会を通じて具体的な協
議を行うべき区域。

ユニバーサル対応

高齢や障がい等の有無にかかわらず、す
べての人が安心して旅行を楽しめるよう
に対応すること

【ラ行】

リスクマネジメント

組織の目標達成にとってのリスク及びそ
のリスクが及ぼす影響を正確に把握し、事
前に対策を講じることで危機発生を回避
するとともに、危機発生時の損失を極小化
するための経営管理手法のこと。

【英数字】

ＡＩ

【Artificial Intelligence】

人工知能。人間の知的活動をコンピュー
タに担わせることを目的とする技術や研
究分野を指す。一般的には「人間が知的と
感じる情報処理を行う仕組み」として理解
され、社会や産業の基盤を支える重要な
技術となっている。

ＡＬＰＳ処理水

東京電力福島第一原子力発電所の建屋
内にある放射性物質を含む水について、ト

リチウム以外の放射性物質を、安全基準を
満たすまでALPSで浄化した水。

ALPS と は 、 Advanced Liquid
Processing Systemの略で、様々な放
射性物質を取り除いて浄化する「多核種除
去設備」。

ALT（外国語指導助手）

【Assistant Language Teacher】

地方自治体が総務省、外務省、文部科学
省及び一般財団法人自治体国際化協会
(CLAIR)の協力の下に実施するJETプロ
グラム（語学指導等を行う外国青年招致事
業）の職種の一つ。
主に学校、または教育委員会に配属され、

日本人外国語担当教員の助手として外国
語授業に携わり、教育教材の準備や英語
研究会のような課外活動などに従事。

ASEAN

【Association of Southeast Asian 
Nations】

東南アジア諸国連合の略。1967年の
「バンコク宣言」によって設立された東南ア
ジアの地域協力機構。2026年1月現在、
加盟国は11か国。
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AT

【Adventure Travel】

一般的に、「アクティビティ」、「自然」、「異
文化体験」の３つの要素のうち、２つ以上
を組み合わせた旅行形態と定義される。よ
り本質的な理解としては、「アクティビティ
を通じて地域や自然や文化を体験するこ
とにより、多様な価値観に触れ、旅行者の
内面に変化がもたらされる」ような旅行形
態を指す。

ATWS

【Adventure Travel World Summit】
国際的なAT業界団体「アドベンチャート

ラベル ・ ト レード ・ アソシエーション
（ATTA）」が主催する世界的な大会。大会
では、世界中の旅行会社やメディア、アウト
ドアメーカー、政府観光局、観光協会、
DMOなどの関係者が参加し、期間中に
ATの体験ツアーや講演会、セミナー、商談
会等が行われる。

2023年９月には、「アドベンチャートラ
ベル・ワールドサミット北海道・日本
（ATWS2023）」がアジアで初めて実地開
催された。"

CIR

【Coordinator for International 
Relations】

国際交流員。地方自治体が総務省、外務
省、文部科学省及び一般財団法人自治体

国際化協会(CLAIR)の協力の下に実施す
るJETプログラム（語学指導等を行う外国
青年招致事業）の職種の一つ。
主に地方公共団体の国際交流担当部局

等に配属され、国際交流活動に従事。"

DC

データセンター。サーバを仕切って複数
の利用者に貸し出す、あるいは顧客のサー
バを預かるなどして、各種インターネット
サービスの提供やデータの保存、計算処理
などを行う施設。

ＤＭＯ

【Destination 
Management/Marketing 
Organization】

地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域
への誇りと愛着を醸成する地域経営の視
点に立った観光地域づくりの指令塔として、
多様な関係者と協働しながら、明確なコン
セプトに基づいた観光地域づくりを実現す
るための戦略を策定するとともに、戦略を
着実に実施するための調整機能を備えた
法人。

DX

デジタル・トランスフォーメーション。
2004年にウメオ大学（スウェーデン）のエ
リック・ストルターマン教授が提唱した概念
で、将来の成長、競争力強化のために、新

たなデジタル技術を活用して新たなビジネ
スモデルを創出・柔軟に改変すること。

EC

【Electronic Commerce】

商品やサービスを、インターネット上に置
いた独自運営のウェブサイトで販売する電
子商取引のこと。
・越境EC：インターネットを利用する国際
的な電子商取引のこと。
・ECサイト：インターネット上で商品を販売
するウェブサイト。

EPA/FTA

【Economic Partnership 
Agreement/Free Trade Agreement】

幅広い経済関係の強化を目指して，貿易
や投資の自由化・円滑化を進める協定であ
る経済連携協定と自由貿易協定の略称。
EPAは「経済連携協定」、FTAは「自由貿
易協定」で解説。

EU

【European Union】

欧州連合の略。1993年発効の欧州連合
条約に基づく、経済通貨同盟、共通外交・
安全保障政策、警察・刑事司法協力等のよ
り幅広い分野での協力を進めている政治・
経済統合体。2026年1月現在、加盟国は
27か国。
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FAMトリップ

海外の旅行会社等を日本に招き、観光地
を視察・体験することで観光地の魅力に対
する理解を深め、訪日旅行商品の造成や
販売強化を促す取組。

ＧＦＰ大規模輸出産地生産基盤強化プロ
ジェクト

海外の規制・ニーズに対応した生産・流通
体系への転換に取り組み、国内生産基盤
の維持・強化を図る大規模輸出産地のモ
デル構築を支援する農林水産省補助事業。

GI

【Geographical Indications】

地理的表示保護制度。農林水産物・食品
等の名称で、その名称から当該産品の産
地が特定でき、産品の品質や社会的評価
等の確立した特性が当該産品と結び付い
ているということを特定できる名称の表
示のこと。

GX

グリーン・トランスフォーメーション。産業
革命以来の化石エネルギー中心の産業構
造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ
転換すること。

GX推進税制

北海道におけるGX産業及び札幌市にお
ける金融機能の強化・集積等を図るため、

道から認定を受けた事業計画に基づき、
事業を実施する事業者の、道税の課税免
除を行う制度。

G7

【Group of Seven】

自由、民主主義、人権などの基本的価値
を共有する7か国（フランス、米国、英国、
ドイツ、日本、イタリア、カナダ）及びEUが
参加する枠組。

G20

【Group of Twenty】

G7及びEUに加え、アルゼンチン、豪州、
ブラジル、中国、インド、インドネシア、メキ
シコ、韓国、ロシア、サウジアラビア、南アフ
リカ、トルコ及びアフリカ連合が参加する
枠組。

HACCP

【Hazard Analysis and Critical 
Control Point】

危害要因分析重要管理点の略。原料の受
入れから製造・出荷までの各工程において、
危害要因を分析し、製造における重要な工
程を連続的に監視することによって、製品
の安全性を保証しようとする食品衛生管
理手法。食品衛生法改正により、食品等事
業者は、2021年からHACCPに沿った衛
生管理実施が制度化された。

HIECC

【Hokkaido International Exchange 
and Cooperation Center】

公益社団法人北海道国際交流・協力総合
センターの略。北海道における国際活動の
総合的、かつ、中核的な拠点として、世界
各国との国際交流や国際協力活動などを
通じた北海道の国際化の推進に取り組む
公益社団法人。

ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ

道産木材をＰＲするために道内の木材関
連企業や団体、研究機関、道を構成員とす
る「道産木材製品販路拡大協議会」が立ち
上げたブランド。ロゴマークやキャッチフ
レーズは趣旨に賛同する道産木材製品を
扱う企業等が届け出ることで無料で使用
可能。

ＩＣＴ

【Information and Communications 
Technology】

情報通信技術。コンピュータやインター
ネット、通信ネットワークを活用して情報を
収集・処理・伝達する技術の総称。従来の
ITに通信の要素を加えた概念であり、電
子メールやオンライン会議、クラウドサービ
ス、IoTなど幅広い分野に応用されている。
行政や教育、医療、産業において効率化や
利便性を高め、社会のデジタル化を推進す
る基盤。
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用語解説

IMF

【International Monetary Fund】

国際通貨基金の略。1944年、ブレトン・
ウッズ会議で創立が決定し、同会議で調印
された「国際通貨基金協定（IMF協定）」に
より1947年に業務を開始した国際機関。
2026年1月現在、加盟国は191か国。

JETRO

【Japan External Trade 
Organization】

独立行政法人日本貿易振興機構の略。対
日投資の促進、農林水産物・食品の輸出や
中堅・中小企業等の海外展開支援等を行
う、経済産業省所管の独立行政法人。
1958年に特殊法人日本貿易振興会とし
て発足、2003年に現法人となる。

JFOODO

【Japan External Trade 
Organization】

日本食品海外プロモーションセンター。
対日投資の促進、農林水産物・食品の輸出
や中堅・中小企業等の海外展開支援等を
行う、経済産業省所管の独立行政法人。
1958年に特殊法人日本貿易振興会とし
て発足、2003年に現法人となる。

JFS-C

一般財団法人食品安全マネジメント協会
が開発・運営する食品の安全管理の取組

を認証するJFS規格のうち、世界食品安全
イニシアチブによる承認を受けた国際的な
食品安全規格。

JICA

【Japan International Cooperation
Agency】

独立行政法人国際協力機構の略。開発途
上国への国際協力を行う、外務省所管の
独立行政法人。道内には札幌と帯広の２か
所に拠点がある。

2022年２月、JICAと北海道は、グロー
バル化に対応した本道の発展に向けて包
括連携協定を締結。

MOU

【Memorandum of Understanding】

了解覚書などと訳される合意文書の一
つ。

RCEP（地域的な包括的経済連携）

ASEAN10か国に日本、中国、韓国、
オーストラリア及びニュージーランドの５か
国を加えた15か国が参加する広域的な包
括的経済連携協定。2012年に交渉を開
始し、2020年11月に署名。「RCEP」は
「Regional Comprehensive 
Economic Partnership」の略。

SAF

【Sustainable Aviation Fuel】

廃食油、微細藻類、木くず、サトウキビ、
古紙などを主な原料として製造され、従来
使用されている化石燃料（石油など）から
作ったジェット燃料と比べ、CO2削減効果
があると考えられている。国際規格により、
化石燃料からつくったジェット燃料に混合
して使用することが求められ、最大で
50％まで混合することが可能となってい
る。

SEA

【Sports Exchange Advisor】

スポーツ国際交流員。地方自治体が総務
省、外務省、文部科学省及び一般財団法人
自治体国際化協会(CLAIR)の協力の下に
実施するJETプログラム（語学指導等を行
う外国青年招致事業）の職種の一つ。
主に地方公共団体に配属され、特定種目

のスポーツ専門家として、スポーツトレー
ニング方法やスポーツ関連事業の立案の
補助などを通じて、国際交流活動に従事。
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